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【第１号議案】 

２０２０年度事業報告書（案）及び決算書（案）の件 
 

 

Ⅰ．２０２０年度事業報告書（案） 
 

≪四輪車関係≫ 

 

１．規約に基づく適正表示の一層の促進 

１）規約遵守状況調査の実施 

①各地区及び公取協事務局による店頭表示に関する規約遵守状況調査の実施 

◇公取協事務取扱所（全国の自販連支部、軽自動車協会、整備振興会、中販連支所）

による規約遵守状況調査を、会員自ら調査を行うセルフチェック方式で実施 

 ※公取協事務局による調査は中止 

◇調査結果報告書を作成、公取協事務取扱所を通じた全般的指導を実施 

②公取協事務局による広告表示に関する規約遵守状況調査の実施 

◇例年実施の新聞・チラシ広告の調査に代えて、以下のインターネット広告の表示

に関する調査を実施 

ア.サポカー補助金の表示に関する調査 

イ.割賦販売価格や個人リース料金の表示に関する調査 

ウ.中古車の販売価格の表示と販売実態に関する調査 

◇調査の結果、不当表示に該当するおそれのあるもの等については、必要に応じて

個別に改善指導を実施 

２）広告表示の適正化のための普及活動の実施 

①広告表示等に関する事前相談への積極的な対応及び情報提供の実施 

◇広告表示等に関する事前相談に積極的に対応（２０２０年４月から２０２１年 

３月までの受付件数は１，１４８件） 

◇主な相談事例や問題点等について、ホームページや「AFTC INFORMATION」

等により、会員に対するリアルタイムな情報提供を実施 

②広告関係団体や広告関係事業者等との連携による適正化の促進 

◇ＪＡＲＯや広告関係事業者との情報共有等を通じ、連携を強化 

◇中古車情報誌賛助会員をメンバーとする中古車広告表示研究会を３月に開催、 

中古車の支払総額の表示義務付けや冠水車の表示等、表示適正化のための課題に 

ついて意見交換や適正化のための協力要請を実施 
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３）関係団体との連携による規約普及活動の推進 

◇地区主催の研修会への講師派遣等、地区における規約普及活動に積極的に協力 

※例年実施の公取協事務取扱所の規約担当者（事務局職員）を対象とした研修会

は中止 

 

２．会員事業者の表示管理体制整備・充実のための支援活動の実施 

１）表示管理体制整備のための研修会の開催 

①ブロック・地区単位の規約等研修会の開催 

◇会員事業者（メーカー、インポーター、ディーラー）及び広告関係事業者を対象

とした、規約や広告宣伝に関する研修会（基礎研修及びレベルアップ研修）をオ

ンライン形式（８日間）及び集合形式（６地区）で開催（参加者約１，０００名） 

②事業者単位の規約等に関する研修会の開催 

◇会員事業者の要望に基づき、７社（メーカー、インポーター、ディーラー、専業

店）において、担当部門やスキル等に応じた規約や景表法に関する研修会を、  

オンライン形式を主体に開催 

２）広告関係事業者を対象とした規約等に関する研修会の開催 

◇会員事業者の表示管理体制整備の一環として、地区で開催する研修会やオンライ

ン研修会に広告関係事業者の参加を呼び掛けるとともに、広告関係事業者を対象

とした事業者単位の研修会を開催（２地区、広告関係賛助会員１社、中古車情報

誌賛助会員１社） 

◇会員事業者が安心して広告作成を依頼できる目安として、「基礎研修」及び「レベ

ルアップ」研修受講者に対し、それぞれ受講証を発行 

３）表示等管理体制整備のための「表示管理者」の選任 

◇社内における表示等のチェックや規約に基づく適正な表示の周知等、表示等管理

の際の中心的な役割を担う「表示管理者」を、公取協事務取扱所（自販連支部、

軽自動車協会）を通じて会員事業者毎に選任 

４）表示管理体制に関するセルフチェックの実施 

◇表示管理者の選任の有無をはじめとした、会員事業者の表示管理体制を点検する

ためのセルフチェックを実施（ディーラー１，０１３社で実施、１７３社で不十

分な点が見られた） 
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３．不当表示行為の未然防止及び厳正な対処 

１）走行距離及び修復歴等の不当表示未然防止活動の実施 

①改ざん歴車、修復歴車等の不当表示に対する監視の強化 

◇オークションで落札された「改ざん歴車」や「修復歴車」の販売時の表示実態   

調査を実施、昨年度の調査結果に基づき、修復歴に関する不当表示を行った会員

１社に対し「厳重警告」の措置、会員２社及び非会員２社に対する調査を継続 

②不当表示未然防止活動の実施 

◇「修復歴」及び「販売価格（オプションの購入強制）」の不当表示未然防止を    

目的としたリーフレットを作成、会員に配布する等、周知活動（注意喚起）を   

実施、併せて、中古車情報誌媒体社に対しても、掲載店への配布（周知）等、    

協力を要請 

２）広告における不当表示等の未然防止活動の実施 

◇「冠水車」の販売が社会問題化しつつある現状を踏まえ、「冠水車」に関する虚偽

の表示・説明や不表示は、不当表示に該当することについて、ホームページや  

関係団体を通じて周知活動（注意喚起）を実施 

◇「登録済未使用車専門店」や「39.8万円専門店」等、広告において「専門店」で

ある旨を表示しているにもかかわらず、実際には当該車両が広告掲載の過半数に

も満たない等の問題がみられた事業者に対し、改善指導を実施 

３）会員及び非会員の不当表示に対する厳正な対処 

◇会員が行った不当表示に対しては当協議会より指導、非会員が行った不当表示  

２件については、とりまとめ次第、都道府県に措置を要請する等、効果的な指導

を実施 

 

４．自動運転化技術の進展を踏まえた今後の表示のあり方の検討及び 

適正表示促進のための普及活動の実施 

１）運転支援機能（レベル２まで）の表示に関する規約運用の考え方の周知活動 

①研修会等を通じた、会員に対する同規約運用の考え方の周知活動の実施 

②「運転支援機能（レベル２）の表示に関する規約運用の考え方」の変更（案）の    

策定 

 ◇運転支援機能（レベル２まで）と自動運転機能（レベル３以降）の違いを明確に

するため、運転支援機能について表示する際は、「運転支援機能である」旨の   

表示を義務付け 

◇「自動（被害軽減）ブレーキ」等「自動」との用語は、新聞やチラシ広告において

も使用を禁止し、「被害軽減ブレーキ」、「衝突被害軽減ブレーキ」、「衝突軽減

ブレーキ」の用語を使用 
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２）自動運転機能（レベル３以降）に関する表示のあり方の検討 

①表示のあり方の検討 

◇自動運転車及びその機能に関する一般消費者への理解促進を図るとともに、過信

や誤認を招くような表示が行われることのないよう、機能の内容に関する説明 

表示及び作動する条件や作動しない条件等の表示事項や表示方法について検討 

②「自動運転車（レベル３）及びその機能の表示に関する規約運用の考え方」の策定  

 ア．自動運転車（レベル３）及びその機能の呼称の統一 

・自動運転車（レベル３）の呼称は「条件付自動運転車（限定領域）」 、同機能

の呼称は「条件付自動運転機能（限定領域）」とする 

イ．自動運転車（レベル３）及びその機能を表示する場合の表示内容（媒体別規定） 

・上記の「統一呼称」と併せて「機能の作動範囲」（「高速道路渋滞時」等）を    

表示（表示例：「高速道路渋滞時条件付自動運転機能」等） 

・機能の内容に関する説明 

・機能の作動条件（ＯＤＤ：運行設計領域）、作動しない条件 

・「システムによる運転の継続が困難になった場合は、ドライバーが運転操作を 

引き継ぐ必要がある旨」等 

ウ．表示方法（媒体別規定） 

・表示方法（表示箇所、文字の大きさ等）については、「運転支援機能の表示に  

関する規約運用の考え方」と同様とする 

３）中古車の運転支援機能等の今後の表示のあり方の検討及び情報提供の実施 

◇消費者の運転支援機能に対する理解は充分でない点が見受けられることから、 

中古車販売時（商談時や納車時）に説明が必要と考えられる内容等について、  

研修会で周知活動等を実施 

４）サポカー補助金に関する表示への対応 

◇サポカー補助金に関する表示調査を実施、報告書を「AFTC INFORMATION」

やホームページ等を通じ、情報提供を実施 

５）表示の実態把握及び改善指導の実施 

◇上記１）～４）について、テレビＣＭや広告・店頭表示について、表示状況の   

実態把握を実施、問題等がみられた場合は改善指導を実施 

 

５．中古車の「支払総額」の表示義務付けの検討 

１）検討の背景 

広告等には安価な車両価格を表示しながら、商談の際には高額な保証や整備、オプ

ション等の購入を強制、又は、言葉巧みに購入させる等、不当な価格表示や不適切な

販売行為が増加傾向にあるため、不当な価格表示（不適切な販売行為）及び消費者  
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トラブル未然防止の観点から、中古車の販売価格として「支払総額」の表示を義務  

付けることについて検討 

２）会員事業者及び消費者を対象としたＷｅｂアンケートの実施 

検討に資するため、会員事業者及び消費者を対象とした「支払総額」の表示に関す

るＷｅｂアンケート調査を実施 

①公取協「消費者モニター」を対象とした調査 

◇約９０人を対象に７月に実施 

②会員事業者を対象とした調査 

◇会員ディーラー、中古車専業店等を対象に１１月～１２月に実施 

◇１,４２３人（自販連４８０人、軽自動車協会３０人、整備振興会１５４人、   

中販連６００人、その他１５９人）が回答 

ア．支払総額を「表示している」が約７５％（理由「必要な金額が分かりやす

い」等） 

支払総額を「表示していない」が約２５％（理由「手間」「高くみえる」等） 

イ．今後、「表示した方がよい」が約５３％（理由「分かりやすい」等） 

「現状のままがよい（車両価格・支払総額のいずれかを表示）」が約４１％ 

（理由「現状問題ない」｢変更が手間」等） 

③消費者を対象とした調査 

   ◇全国１８才～７９才の男女１,１７４人（中古車購入検討者５８５人、購入者  

５８９人）を対象に実施 

ア．販売価格の表示で一番分かりやすいのは、「支払総額と車両価格及び諸費用を 

表示」が約７５％、次いで「支払総額と車両価格を表示」が約１４％ 

    イ．支払総額を「必ず表示してほしい」が約６３％、「できれば表示してほしい」

が約２６％ 

ウ．中古車情報誌ウェブサイト等で中古車を検索した際、「車両価格と併せて支払

総額を表示している販売店で購入したいと思う」が約８１％ 

３）今後の検討の進め方 

◇アンケート調査結果を踏まえ、関係団体（中央・地方）及び会員事業者の意見を   

聴きながら、引き続き中古車部会、委員会において検討、来年度中には考え方を

とりまとめる予定 

 

６．個人リース料金や割賦販売価格に関する規約・規則改正（案）の   

策定及び承認申請 

消費者が割賦（販売）とリース（賃貸）の違いを理解し、適正な比較ができるように

するため、新車及び中古車の個人リース料金並びに割賦販売価格の表示に関する規約・

施行規則改正（案）を策定 
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１）個人リース料金の表示に関する規約・施行規則改正（案）のポイント 

＜施行規則＞ 

①必要表示事項の追加、見直し 

・「リース支払総額」、「設定残存価額（オープンエンド方式の場合）」、「リース  

料金に含まれている内容」の表示を追加 

  ②リース終了時の条件の明確化 

・「賃貸である」旨の表示の追加及びリース契約の内容に応じて表示が必要となる 

事項（「中途解約ができない場合はその旨」等）を明確化 

  ③省略規定の見直し 

・時間に制約のあるラジオＣＭ及びスペースが無く表示が困難な広告の場合、「月々

の支払額」と「詳しい支払条件等は尋ねられたい」旨以外の表示事項を省略化 

＜規  約＞ 

①新車の不当表示に関する規定の明確化 

・実際のものよりも有利であるかのように誤認されるおそれのある「支払額」や 

「リース契約に関する事項」の表示が不当表示に該当することを明確化 

  ②中古車の不当表示に関する規定の新設 

・個人リース料金の表示に関する不当表示の規定を新設し、明確化 

２）割賦販売価格の表示に関する規約・施行規則改正（案）のポイント 

＜施行規則＞ 

◇必要表示事項の明確化 

・「ローン終了時の条件等（残価設定方式ローン販売の場合）」の表示内容を明確

化（「車両返却時に車両状態等により別途追加費用が発生する場合がある」旨等、

表示が必要な内容を例示） 

＜規  約＞ 

◇不当表示に関する規定の明確化 

・実際のものよりも有利であるかのように誤認されるおそれのある「支払額」や

「終了時の条件」の表示が不当表示に該当することを明確化 

３）規約・規則改正の今後のスケジュール 

◇規約・施行規則改正（案）は、５月開催予定の理事会に上程、承認を得た後、    

規約改正（案）については総会（６月開催予定）に上程（施行規則の改正は理事

会、規約の改正は総会の承認事項）、承認を得た後、消費者庁と公取委への認定 

（規約）、承認（施行規則）手続きを実施 
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７．新たな販売方法等に対応した表示のあり方の検討 

１）「割賦販売価格や個人リース料金の明瞭な表示に関する規約運用の考え方」

の普及活動の実施 

◇「割賦販売や個人リース料金の明瞭な表示に関する規約運用の考え方」について、 

研修会等を通じた普及活動を実施 

２）新たな販売方法等に対応した表示のあり方の検討 

①サブスクリプション等の賃貸料金の表示に関する規約・施行規則の新設 

◇「サブスクリプション（以下、「サブスク」という。）」と称する定額制サービスは、

割賦販売を含む購入と比較されるサービスであることから、購入との違いを明確

にし、消費者に適正な情報を提供するという観点から、新車及び中古車のサブ  

スク料金等を表示する場合の必要な表示事項等について検討 

◇カーリースとの法律上の明確な違いはないが、リースとは異なるサービスと位置

付けられているケースが多いため、個人リース料金の表示に関する規定とは別に、

サブスク料金を表示する場合の必要表示事項及び不当表示に関する規定を新設

（規定内容については、個人リース料金の表示に関する規定とほぼ同様）する  

こととし、規約・施行規則改正（案）を策定 

②規約・規則改正の今後のスケジュール 

◇規約・施行規則改正（案）は、５月開催予定の理事会に上程、承認を得た後、    

規約改正（案）は総会（６月開催予定）に上程（施行規則の改正は理事会、規約の

改正は総会の承認事項）、その後、消費者庁と公取委への認定（規約）、承認   

（施行規則）手続きを実施 

３）中古車関係における客観的根拠に基づく最上級表示のあり方の検討 

◇現在、表示が行われている中古車の「販売台数 No.１」の根拠について、客観性・

正確性が認められるか検討、現状の表示の根拠については、客観性・正確性に欠

けることから、当該表示を行っている５社に対し表示を中止するよう指導を実施 

◇中古車における「No.１」等の最上級表示について、事実確認が可能な客観的根拠

に基づく表示の可否について、関係部会において検討 

 ・中古車販売台数「No.１」と表示する場合の客観的根拠（台数）は、新車規約   

同様、国の登録及び届出情報とすることを確認 

 ・登録及び届出情報の取得の可否、集計方法については引き続き検討 

４）プラグインハイブリッド車の燃費表示等に関する施行規則改正（案）の策定

及びＷＬＴＣモードに基づく燃費の表示方法への対応について 

①プラグインハイブリッド車の燃費表示等に関する施行規則改正（案）の策定 

◇電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車が省エネ法の対象となり、ＷＬＴ

Ｃモードによる測定（届出）及び燃費表示が義務付けられたことに伴い、燃費  

表示に関する施行規則改正（案）を策定 



- 8 - 

 

・プラグインハイブリッド車の「燃料消費率」として表示する国土交通省審査値

を明確化 

・カタログ、店頭展示車（スペックシート）以外の広告宣伝において、国土交通

省審査値を全て表示できない場合の省略規定を新設 

②プラグインハイブリッド車のＷＬＴＣモード燃費の表示方法等を策定 

◇ガソリン車、ハイブリッド車を対象に策定した「新燃費測定モード（ＷＬＴＣ  

モード）に基づく燃費の表示方法等について（平成 29 年 7 月 14 日新車委員会 

決定）」を踏まえ、電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車の表示方法等を

策定 

③規則改正の今後のスケジュール 

◇施行規則改正（案）は、５月開催予定の理事会に上程、承認を得た後、消費者庁

と公取委への承認（施行規則）手続きを実施 

 

８．中古車の車両状態評価に関する監修・監査及びＰＲの実施 

１）車両状態評価に関する監修基準に基づく監修及び監査の実施 

◇車両状態評価機関からの申請に基づき、車両状態評価制度（システム）が監修  

基準を満たしているか審査を行い、監修基準を満たしている場合は監修を実施 

◇新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各評価機関が当初予定していた 

監査の実施が困難な状況となっていることを踏まえ、年度内の定期監査の実施が

困難な場合は、次年度まで実施を猶予することとした 

２）車両状態評価に関する監修制度についてのＰＲ活動の実施 

◇ホームページを通じ、公取協の監修制度及び監修を行った表示（評価）機関に  

ついて、消費者向けのＰＲを実施 

 

９．消費者関連事業の推進 

１）消費者トラブルへの適切な対応及び未然防止のための活動の実施 

①苦情・相談の受付と、トラブル対応・未然防止のための情報提供の実施 

◇消費者からの苦情・相談を受付け、トラブル解決のための適切な助言を行うなど、

迅速かつ適切に対応（相談受付件数４,７７９件、内四輪車関係４,３６８件、  

※２０２１年３月末現在） 

◇受付けた相談内容を基にトラブルの発生原因や問題点等を分析、トラブルへの 

対応方法、未然防止策について検討、会員事業者等に対する情報提供を実施 

②民法改正等に伴う「消費者相談対応マニュアル」、「同ハンドブック」の作成 

◇改正民法の内容を踏まえ、「消費者相談対応マニュアル」及び「同ハンドブック」

を作成 
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③苦情相談件数の多い事業者等への対応 

◇広告等には定期点検整備無しの安価な車両価格を表示しながら、実際には定期点

検整備を実施しなければ販売しない、あるいは、高額な有償保証を付けなければ

販売しない、また、「業界最高水準の保証」等と表示した保証を付けて販売しなが

ら、不具合が発生しても保証対象外として無償修理に応じない等、不当な価格 

表示及び不適切な販売行為・対応に関する苦情相談が寄せられている会員事業者

１社に対し、広告表示や販売行為・対応等に関する調査を実施、不当な価格表示

に対して「警告」の措置を採るとともに、不適切な販売行為・対応について改善

指導を実施 

２）国民生活センター及び消費生活センターとの連携強化 

◇地区消費生活センター等からの要望に基づき、相談受付担当者を対象とした、  

相談受付状況や消費者相談への対応方法等に関する研修会を６地区（消費生活 

センター３地区、中販連関係３地区）で実施 

◇消費者相談対応の事例等について消費生活センターとの情報交換活動を実施する

など連携強化を図った 

３）消費者団体及び消費者モニターとの情報交換活動の実施 

◇消費者が求める表示や現状の表示に対する認識、評価等について把握するため、

消費者モニター８７名に対するアンケートを３回実施 

 

９．広報ＰＲ活動の実施 

１）規約及び公取協会員店で購入するメリットのＰＲ活動の実施 

◇「公取協会員店」で購入するメリットを一般消費者に広くＰＲするため、問題と

なる中古車の広告事例をもとに公取協会員店の優良性の訴求や、運転支援機能に

対する正しい理解促進を目的とした動画を作成し YouTube に公開、動画に誘導 

するバナー広告を配信するなど、ＰＲ活動を実施 

（動画再生回数は約３４万回 ※２０２１年３月末現在） 

２）会員に対する情報提供の充実 

◇「AFTC INFORMATION」のメール配信やホームページへの掲載、公取協   

ニュース等を通じ、サポカー補助金に関する表示を行う際の留意点や、広告表示

に関する注意点等に関する情報を会員に配信 

 

１０．大型車関係事業の推進 

１）規約に基づく適正表示の推進 

◇規約や広告宣伝に関するマニュアルに基づく会員事業者や広告関係事業者を対象

とした説明会をオンライン方式で実施 
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２）大型車における運転支援機能や燃費等に関する情報提供のあり方の検討 

◇大型車ディーラーとの懇談会を開催（京都）、独禁法と併せて、商談・納車時等の

運転支援機能や燃費に関する表示（説明）の状況、機能に関するユーザーの理解

度等について意見交換を実施 

３）独禁法、下請法に関する普及活動の実施 

◇関係団体及び会員からの要請に基づき独禁法や下請法違反を未然に防止するため 

の研修会を開催するなど、独禁法、下請法に関する普及活動を実施 

◇独禁法、下請法に関する問い合わせや相談に適宜対応するとともに、必要に応じ

て会員及び公取協事務取扱所に対する情報提供を実施 

 

１１．その他の事業 

１）関係団体及び地方組織との連携強化活動 

◇関係団体及び地方組織との連携強化を図るため、公取協事務取扱所（自販連支部、

中販連支所）の所長（専務理事）会議をオンラインで開催 

２）公正取引に関する法令（独禁法、下請法等）の普及指導 

◇会員の独禁法や下請法違反行為の未然防止を図るため、関係団体や会員からの 

相談に適切に対応 
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１．規約違反に対する措置件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．規約参加事業者数の現況 

 

 

 

￥ 

 

 

 

 

 

 

○２０２１年３月末までに公取協がとった措置件数は以下のとおり 

対象区分 
 
措置区分 

表示 景品 
計 

新車 中古車 新車 中古車 

口頭注意 ０ ０ ０ ０  ０ 

文書注意 ０ ０ ０  １※4  １ 

警  告  ２※1  ２※2 ０ ０  ４ 

厳重警告 ０  １※3 ０ ０  １ 

違 約 金 ０ ０ ０ ０  ０ 

計 ２ ３ ０ １  ６ 

 
※１ 最上級表示及び個人リース料金に関する不当表示  
※２ 取引条件等に関する不当表示等  
※３ 修復歴の有無に関する不当表示  
※４ 過大な景品提供 

○２０２１年３月末現在の規約参加事業者数 

 １３，８８７ 社  （期首 １３，８０９社） 

○２０２０年４月から２０２１年３月までの入退会事業者数 

  入会等事業者数  ３５０ 社 

      退会等事業者数  ２７２ 社 

（ ＋７８ 社） 

【参 考】 
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１．規約に基づく適正表示の促進 

１）店頭表示のチェック・アドバイス活動を通じた適正表示の促進 

今年度は、訪問による店頭表示のチェック・アドバイス活動に代えて、販売店自ら

がチェックを行う、セルフチェック（Google フォームを活用）を実施（Googleフォー

ムを利用できない会員店は、書面により実施（報告義務なし）） 

①国内４銘柄関係によるチェック・アドバイス活動の実施 

◇セルフチェックの実施状況は、対象店舗数４,５９１店中、２,７９４店（６０.９％）

において実施、規約遵守率は約７６％ 

②オートバイ組合及び輸入組合によるチェック・アドバイス活動の実施 

◇オートバイ組合関係のセルフチェックの実施状況は、対象店舗数５５７店中、  

３５店（６.３％）において実施、規約遵守率は約８３％ 

輸入組合関係のセルフチェック実施状況は、対象店舗数２３４店中３５店   

（１５.０％）において実施、規約遵守率は約８８％ 

③公取協事務局によるチェック・アドバイス活動 

   ◇セルフチェックの実施状況は、対象店舗数１,７９９店中７９店（４.５％）に    

おいて実施、規約遵守率は約６７％ 

    上記の結果、対象店舗数７,１８１店中２,９４３店（４１.０％）において実施、  

規約遵守率は約７６％ 

 

２．中古二輪車の品質評価（「品質評価実施店」）の定着化 

１）「品質評価実施店」の拡充 

◇店頭表示のチェック・アドバイス活動を通じ、適正表示を実施している会員店を   

「品質評価実施店」に選定、本年度のチェック・アドバイス活動結果に基づく  

「品質評価実施店」への選定候補店は９９２店 

２）「品質評価実施店」の積極的なＰＲの実施 

◇「品質評価実施店」の紹介サイトを公取協のホームページに掲載、同サイトへの

アクセス数増加を図るため、YouTubeのＣＭ動画配信に加え、情報誌のＷｅｂサイ

トにバナー広告を設置してＰＲを実施 

（YouTubeでの動画視聴回数は約７５万回 ※２０２０年２月～１０月） 

◇ＳＮＳ（Facebook、Twitter）を利用して紹介記事やＣＭ動画を投稿するなどＰＲ

を開始 

◇「品質評価実施店」自らがＳＮＳ上に２分程度の動画を投稿する「あなたの街の

『品質評価実施店』」お店紹介動画の投稿企画を開始 

 「安心のポイント」等をＰＲ、公取協ホームページの「あなたの街の『品質評価

実施店』」サイトで紹介するなどＰＲを展開 

≪二輪車関係≫ 
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３）ｅラーニングによる品質評価者講習の実施 

◇集合講習を廃止して e ラーニングによる講習に一本化して実施、３月末現在、 

受講者数１,８３８名（新規３８５名、更新１,４５３名）、更新率は７９.０％  

（前年度８４.４％）で、在籍店率（店舗）は８０.２％（前年度７４.７％） 

   ◇新規入会時の新規講習受講の必須化について検討、２０２１年４月から実施 
 

３．中古二輪車の適正な走行距離表示の周知徹底 

１）第３回二輪車情報誌における走行距離表示に関する実態調査の実施 

◇オークションにおいて「減算歴車」として落札された車両について、販売時   

（情報誌）の表示実態に関する第３回目の調査を実施 

◇調査の結果、全国で４１社（計６４台）において不当表示が認められ、うち、   

第２回の調査に続き２回連続で不当表示が認められた４社については「厳重警告」

の措置を実施、第１回の調査から３回連続で不当表示が認められた２社に対し、

「厳重警告」の措置を採るとともに、「違約金」を課した 

◇調査結果を踏まえ、不当表示の未然防止（再違反防止）のため、今後は会員店の

担当販社（国内４銘柄・インポーター）及び所属関係団体と連携して改善指導を

行うこととした 

２）中古二輪車の走行距離表示に関する継続的な監視の実施 

◇二輪情報誌における走行距離表示に関する実態調査結果を踏まえ、二輪情報誌 

及び同Ｗｅｂサイトに掲載された走行距離表示を継続的に監視 

３）走行距離の適正な表示に関するキャンペーンの実施 

◇YouTubeへの動画掲載やＣＭ動画の配信等により、「中古バイクの走行距離の適正

な表示及び会員店は適正表示を実施している」旨のＰＲを実施 

 

４．規約運用に関する普及活動の実施 

１）会員に対する普及活動の実施 

◇適正表示の推進及び消費者トラブルの未然防止を目的として、以下の内容につい

て表示方法を明確化 

＜明確化した内容＞ 

・「年式」については、「初度登録（届出）年」を表示 

・品質評価基準表における「メインフレーム」について、「フレーム・ハンドル   

ストッパー・シートレール」に細分化 

・電動バイクの「燃費」を表示する場合には、「一充電走行距離」を表示 

・レンタルもしているバイクを販売する際には、「レンタルバイクとして使用  

している」旨を表示 

◇表示方法を解説した資料を作成、会員に配布するなど、普及活動を実施 
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５．ｅラーニングシステムを活用した会員店とのコミュニケーションの

充実の検討 

１）ｅメールによる情報提供の実施 

◇公取協から会員店へ「モーターサイクルインフォメーション」や各種案内をｅ  

メールで送信する等、ｅメールを活用した情報提供を実施、会員のメールアドレ

スの取得や更新の徹底等については引き続き対応を検討・実施 

２）ｅラーニングシステムを活用した会員とのコミュニケーションの実施 

◇ｅラーニングシステムの申し込み方法の簡便化等、利便性を向上して品質評価者

講習を実施 

◇店頭表示のチェック・アドバイス活動に代えて実施したセルフチェックでは、  

新たに Google フォームを活用して実施、チェック実施の他、アンケートを盛り 

込むことで会員店からの意見等を聴取 

◇適正表示推進委員会は、書面とオンラインの併用による開催とし、委員からの  

意見集約の際には Googleフォームも活用 

３）会員専用ページの利用促進を図るためのシステム改修の検討 

◇ホームページの会員専用ページについて、情報の一元化や内容の充実を図り、  

会員店がより利用しやすくなるための改修について検討 

◇本年度は、会員管理システムをはじめとした各システムの一元化や会員への情報

提供として必要なコンテンツ等について検討し、次年度の改修・運用開始に向け

た準備作業を実施 

 

６．会員事業者の表示管理体制整備・充実のための支援活動の実施 

１）会員事業者の表示管理体制整備のための支援活動の実施 

◇品質評価者講習会を開催し、規約の普及活動を実施 

   ◇国内銘柄販社営業担当者に対する準規約指導員研修を実施（１社、出席者８名） 

した他、関係団体主催の規約研修会（１回、出席者約５０名）、会員販売店社員   

向け規約勉強会（１社、出席者１２名）に出席 

◇店頭表示や広告作成等に関する事前相談の受付けを積極的に行う等、サポート 

活動を実施 

 

 

 

 

 



- 15 - 

 

７．消費者トラブルへの対応及び未然防止活動 

１）消費者からの苦情・相談の受付けと対応 

◇消費者からの苦情・相談を受付け、トラブル解決のための適切なアドバイスを行

うなど、迅速かつ適切に対応（相談受付件数４,７７９件、内二輪車関係３２３件 

※２０２１年３月末現在） 

２）消費者トラブルへの適切な対応及び未然防止のための対応の研究 

◇消費者相談事例研究会を開催し、相談事例を基にトラブルの発生原因や問題点を

分析、トラブルへの適切な対応及び未然防止策等について検討 
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１．規約違反に対する措置件数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．規約参加事業者数の現況  

 

 

 

 

 

≪四輪・二輪合計≫ 

 

 

 

 

 

【参 考】 

○２０２１年３月末日現在の規約参加事業者数 

１９，５５９ 社  （期首 １９，５２６ 社） 

○２０２０年４月から２０２１年３月までの入退会事業者数 

       入会事業者数    ３９３ 社 

退会等事業者数    ３６０ 社 

（ ＋３３ 社） 

○２０２１年３月末までに公取協がとった措置件数は以下のとおり 

対象区分 
 
措置区分 

表示 景品 
計 

新車 中古車 新車 中古車 

口頭注意 ０ ０ ０ ０  ０ 

文書注意  １※１ ０ ０ ０  １ 

警  告 ０  １※２ ０ ０  １ 

厳重警告 ０  ６※３ ０ ０  ６ 

違 約 金 ０ ２※４ ０ ０  ２ 

計 １ ９ ０ ０ １０ 

 
※１ 特定事項の表示基準違反（最高速度等）  
※２ 走行距離に関する不当表示（虚偽表示）  
※３ 走行距離に関する不当表示（過少表示）  
※４ 走行距離に関する不当表示のうち、再違反となるもの  
（「違約金」の２件は「厳重警告」の措置と併せて課したもの）  

○２０２１年３月末日現在の規約参加事業者数 

５，６７２ 社  （期首    ５，７１７ 社） 

○２０２０年４月から２０２１年３月までの入退会事業者数 

      入会事業者数    ４３ 社 

退会等事業者数    ８８ 社 

（ －４５ 社） 



（単位；円）

当 年 度 前 年 度 増　　　減

 Ⅰ．資　 産 　の 　部

1．流　 動　 資　 産

89,284,510 94,157,854 △ 4,873,344

629,045 1,320,720 △ 691,675

80,305,331 79,346,018 959,313

943,698 1,483,282 △ 539,584

1,703,515 1,706,515 △ 3,000

5,702,921 10,301,319 △ 4,598,398

2．固 　定 　資 　産

264,783,014 259,171,041 5,611,973

(1)

162,130,617 162,130,617 0

4,660,617 4,660,617 0

58,470,000 58,470,000 0

85,000,000 85,000,000 0

14,000,000 14,000,000 0

(2)

102,274,850 96,662,877 5,611,973

102,274,850 96,662,877 5,611,973

(3)

377,547 377,547 0

377,547 377,547 0

354,067,524 353,328,895 738,629

Ⅱ．２０２０年度決算書（案）

勘　　定　　科　　目

流 動 資 産 合 計

前 払 金

基 本 財 産

( 基 本 財 産 合 計 )

在 庫 品

固 定 資 産 合 計

１． 貸　借　対　照　表 

２ ０ ２ １ 年 ３ 月 ３１日

未 収 金

現 金

預 金

基 本 財 産 組 入 預 金

差 入 保 証 金

消費者相談関係事業預金

特 定 資 産

広 報 Ｐ Ｒ 関 係 事 業 預 金

そ の 他 の 固 定 資 産

(その他の固定資産合計)

( 特 定 資 産 合 計 )

退 職 給 与 引 当 預 金

電 話 加 入 権

資 産 合 計
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（単位；円）

当 年 度 前 年 度 増　　　減

 Ⅱ．負　 債 　の 　部

1．流　 動　 負　 債

45,824,259 43,108,653 2,715,606

934,028 935,486 △ 1,458

27,142,731 13,173,167 13,969,564

747,500 0 747,500

0 3,000,000 △ 3,000,000

10,000,000 10,000,000 0

0 3,000,000 △ 3,000,000

0 3,000,000 △ 3,000,000

5,000,000 6,000,000 △ 1,000,000

2,000,000 4,000,000 △ 2,000,000

2．固 　定 　負 　債

102,274,850 96,662,877 5,611,973

102,274,850 96,662,877 5,611,973

148,099,109 139,771,530 8,327,579

 Ⅲ．正 味 財 産 の 部

205,968,415 213,557,365 △ 7,588,950

( 162,130,617 ) ( 162,130,617 ) ( 0 )

354,067,524 353,328,895 738,629

総 会 開 催 費 用 引 当 金

勘　　定　　科　　目

流 動 負 債 合 計

違 約 金 勘 定

預 り 金

未 払 金

前 受 金

退 職 給 与 引 当 金

負 債 合 計

調 査 研 究 事 業 引 当 金

固 定 負 債 合 計

広 報 Ｐ Ｒ 事 業 引 当 金

情 報 シ ス テ ム 事 業 引 当 金

指 導 普 及 事 業 引 当 金

（うち基本財産への充当額）

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

1．一 般 正 味 財 産

一 般 正 味 財 産 合 計
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（単位；円）

当 年 度 前 年 度 増　　　減

Ⅰ. 

 1．経　常　増　減　の　部

(1) ( 208,796,400 ) ( 261,451,000 ) ( △ 52,654,600 )

① 34,336,800 42,921,000 △ 8,584,200

② 172,597,200 216,202,000 △ 43,604,800

③ 1,862,400 2,328,000 △ 465,600

(2) ( 1,780,000 ) ( 3,810,000 ) ( △ 2,030,000 )

① 1,780,000 3,810,000 △ 2,030,000

(3) ( 15,565,690 ) ( 23,762,120 ) ( △ 8,196,430 )

① 7,203,690 7,600,120 △ 396,430

② 8,362,000 16,162,000 △ 7,800,000

(4) ( 458,224 ) ( 842,308 ) ( △ 384,084 )

① 458,224 842,308 △ 384,084

(5) ( 0 ) ( 3,000,000 ) ( △ 3,000,000 )

① 0 3,000,000 △ 3,000,000

(6) ( 3,000,000 ) ( 2,000,000 ) ( 1,000,000 )

① 3,000,000 2,000,000 1,000,000

(7) ( 3,000,000 ) ( 3,000,000 ) ( 0 )

① 3,000,000 3,000,000 0

(8) ( 3,000,000 ) ( 0 ) ( 3,000,000 )

① 3,000,000 0 3,000,000

(9) ( 1,000,000 ) ( 0 ) ( 1,000,000 )

① 1,000,000 0 1,000,000

(10) ( 2,000,000 ) ( 0 ) ( 2,000,000 )

① 2,000,000 0 2,000,000

(11) ( 1,649,827 ) ( 0 ) ( 1,649,827 )

① 1,649,827 0 1,649,827

( 240,250,141 ) ( 297,865,428 ) ( △ 57,615,287 )

情報システム事業預金取崩収益

広報PR事業預金取崩収益

広 報 PR 事 業 預 金 取 崩 収 益

指導普及事業預金取崩収益

調査研究事業預金取崩収益

調 査 研 究 事 業 預金 取 崩 収 益

指 導 普 及 事 業 預金 取 崩 収 益

情報システム事業預金取崩収益

雑 収 益

違 約 金 収 益

違 約 金

違約金預金取崩収益

違 約 金 預 金 取 崩 収 益

経 常 収 益

雑 収 益

維 持 会 員 会 費

賛 助 会 員 会 費

受 取 入 会 金

受 取 入 会 金

事 業 収 益

資 料 頒 布 収 益

講 習 会 会 費 収 入

普 通 会 員 会 費

２．正味財産増減計算書 

２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日まで

受 取 会 費

勘　　定　　科　　目

一般正味財産増減の部

1)

退 職 給 与 引 当 預金 取 崩 収 益

（ 経 常 収 益 計 ）

退職給与引当預金取崩収益
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（単位；円）

当 年 度 前 年 度 増　　　減

(1) ( 205,953,058 ) ( 237,141,298 ) ( △ 31,188,240 )

① 7,243,883 19,123,245 △ 11,879,362

② 12,225,062 17,873,953 △ 5,648,891

③ 2,137,893 2,075,651 62,242

④ 18,846,463 18,412,985 433,478

⑤ 7,889,891 18,663,257 △ 10,773,366

⑥ 12,184,901 12,216,281 △ 31,380

⑦ 5,691,795 6,731,971 △ 1,040,176

⑧ 3,236,902 3,987,147 △ 750,245

⑨ 3,049,000 3,049,000 0

⑩ 7,820,594 7,762,164 58,430

⑪ 16,887,200 16,880,000 7,200

⑫ 511,200 518,400 △ 7,200

⑬ 70,142,855 71,125,210 △ 982,355

⑭ 15,855,066 15,104,794 750,272

⑮ 3,668,300 3,887,606 △ 219,306

⑯ 632,109 1,207,055 △ 574,946

⑰ 12,840,180 12,723,450 116,730

⑱ 624,388 695,910 △ 71,522

⑲ 2,536,913 2,761,666 △ 224,753

⑳ 495,602 553,099 △ 57,497

㉑ 991,823 1,232,543 △ 240,720

㉒ 0 0 0

㉓ 0 22,000 △ 22,000

㉔ 146,562 211,676 △ 65,114

㉕ 450 13,880 △ 13,430

㉖ 294,026 308,355 △ 14,329

旅 費 交 通 費

雑 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

会 議 費

会 費 徴 収 事 務 費

役 員 報 酬

交 際 費

確 定 拠 出 年 金 掛 金

指 導 普 及 事 業 費

独 禁 法 等 調 査 研 究 事 業 費

広 報 Ｐ Ｒ 事 業 費

組 織 対 策 事 業 費

調 査 研 究 事 業 費

2) 経 常 費 用

勘　　定　　科　　目

事 業 費

講 習 会 開 催 事 業 費

情 報 シ ス テ ム 関 係 事 業 費

資 料 頒 布 事 業 原 価

関 係 団 体 負 担 金

厚 生 費

賃 借 料

施 設 維 持 費

光 熱 水 料 費

消 耗 品 費

図 書 費

給 料 手 当

法 定 福 利 費
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（単位；円）

当 年 度 前 年 度 増　　　減

(2) ( 31,245,406 ) ( 31,134,761 ) ( 110,645 )

① 11,659,200 11,654,400 4,800

② 340,800 345,600 △ 4,800

③ 12,826,500 12,769,000 57,500

④ 4,030,050 3,907,259 122,791

⑤ 634,164 669,972 △ 35,808

⑥ 58,120 87,889 △ 29,769

⑦ 1,426,680 1,413,708 12,972

⑧ 66,912 66,306 606

⑨ 59,388 49,222 10,166

⑩ 55,061 60,882 △ 5,821

⑪ 71,329 92,743 △ 21,414

⑫ 0 0 0

⑬ 0 0 0

⑭ 13,162 11,116 2,046

⑮ 4,040 4,420 △ 380

⑯ 0 2,244 △ 2,244

(3) ( 10,640,627 ） ( 25,589,246 ） ( △ 14,948,619 )

① 0 3,000,000 △ 3,000,000

② 0 2,000,000 △ 2,000,000

③ 0 3,000,000 △ 3,000,000

④ 0 4,000,000 △ 4,000,000

⑤ 0 3,000,000 △ 3,000,000

⑥ 7,261,800 9,032,246 △ 1,770,446

⑦ 1,729,000 1,557,000 172,000

⑧ 1,649,827 0 1,649,827

（ 247,839,091 ）（ 293,865,305 ） ( △ 46,026,214 )

△ 7,588,950 4,000,123 △ 11,589,073

213,557,365 209,557,242 4,000,123

205,968,415 213,557,365 △ 7,588,950

Ⅱ. ( 205,968,415 ) ( 213,557,365 ) ( △ 7,588,950 )

情報ｼｽﾃ ﾑ事業引当金繰入額

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

退 職 金

（ 経 常 費 用 計 ）

厚 生 費

確 定 拠 出 年 金 掛 金

給 料 手 当

会 議 費

賃 借 料

施 設 維 持 費

正 味 財 産 期 末 残 高

一 般 正 味 財 産 増 減 額

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

通 信 運 搬 費

交 際 費

旅 費 交 通 費

光 熱 水 料 費

消 耗 品 費

図 書 費

修 繕 費

広報ＰＲ事業引当金繰入額

総会開催費用引当金繰入額

そ の 他 の 費 用

違 約 金 預 金 繰 入 額

雑 費

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

勘　　定　　科　　目

法 定 福 利 費

管 理 費

役 員 報 酬

特 定 退 職 共 済 掛 金

指導普及事業引当金繰入額
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1．重要な会計方針

1） 有価証券の評価基準及び評価方法について

該当事項なし

2） 引当金の計上基準について

イ．退職給与引当金   役職員の退職により支給する退職給与に充てるため、毎期末に

  前期末と当期末の退職金要支給額の増差額から特定退職共済掛

  金を除いた額を繰入れている。

3） 資金の範囲について

資金の範囲には、現金、預金、未収金、前払金、仮払金、在庫品、未払金、預り金、違約金勘定を

含めている。

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

1） 基本財産 （単位；円）

2） 特定資産 （単位；円）

3．引当金の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位；円）

4．担保に供している資産

  該当事項なし

102,274,850

科　　　　目 期首残高 当期増加額 当期末残高

退 職 給 与 引 当 金 96,662,877 7,261,800

当期減少額

1,649,827

合　　計 96,662,877 7,261,800 1,649,827 102,274,850

退 職 給 与 引 当 預 金 96,662,877 7,261,800 1,649,827 102,274,850

広報ＰＲ関係事業預金 85,000,000 0 0 85,000,000

科　　　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　計 162,130,617 0 0 162,130,617

消費者相談関係事業預金 14,000,000 0 0 14,000,000

３．財務諸表に対する注記 

科　　　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基 本 財 産 組 入 預 金 58,470,000 0 0 58,470,000

差 入 保 証 金 4,660,617 0 0 4,660,617
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5．次期繰越収支差額の内容は次のとおりである。

（単位；円）

6．固定資産の保有状況

  該当事項なし

7．保証債務

  該当事項なし

1．基本財産、特定資産及び引当金の明細

  財務諸表に対する注記2及び3で記載しているので省略する。

 附 属 明 細 書 

情報ｼｽﾃﾑ事業引当金 4,000,000 2,000,000

合　　　計 43,108,653 45,824,259

違 約 金 勘 定 3,000,000 0

指導普及事業引当金 3,000,000 0

前　　受　　金 0 747,500

次期繰越収支差額 51,049,201 43,460,251

預　　り　　金 935,486 934,028

未　　払　　金 13,173,167 27,142,731

総会開催費用引当金 10,000,000 10,000,000

5,000,000

0

6,000,000

3,000,000

広報ＰＲ事業引当金

調査研究事業引当金

前　　払　　金 1,706,515 1,703,515

在　　庫　　品 10,301,319 5,702,921

合　　　計 94,157,854 89,284,510

科　　　目 前期末残高 当期末残高

現 金 ・ 預 金 80,666,738 80,934,376

未　　収　　金 1,483,282 943,698
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（単位：円）

内　　　訳 小　　　計 合　　　計

 Ⅰ．資　　　産　　　の　　　部

（ 89,284,510 ）

( 629,045 )

① 四 輪 関 係 （ 600,923 ）

② 二 輪 関 係 （ 28,122 ）

( 80,305,331 )

① 四 輪 関 係 ( 40,596,733 )

33,951,653

1,688,169

4,769,784

187,127

② 二 輪 関 係 ( 39,708,598 )

39,708,598

　 ( 943,698 )

会 費 ( 264,000 )

① 158,400

② 105,600

資 料 頒 布 ( 90,208 )

① 67,914

② 22,294

講 習 会 費 用 ( 561,500 )

① 539,500

② 22,000

経 過 利 息 ( 27,990 )

（ 1,703,515 ）

事 務 所 賃 借 料 ( 1,188,905 )

① 1,070,015

② 118,890

そ の 他 ( 514,610 )

① 389,690

② 124,920

（ 5,702,921 ）

① 四 輪 関 係 ( 3,288,769 )

1,269,948

602,491

21,485

61,910

21,163

コ ン デ ィ シ ョ ン ノ ー ト

中 古 車 価 格 表 示 用 紙

走 行 距 離 計 交 換 歴 車 シ ー ル

走 行 距 離 計 改 ざ ん 歴 車 シ ー ル

二 輪 関 係

2）

四 輪 関 係

二 輪 関 係

   5．在　　　　庫　　　　品

会 員 証

   4．前　　　　払　　　　金

1）

四 輪 関 係

二 輪 関 係 維 持 会 員

2）

四 輪 関 係

二 輪 関 係

4）

3）

四 輪 関 係

二 輪 関 係

1）

四 輪 関 係 維 持 会 員

三 井 住 友 銀 行 麹 町 支 店

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 麹 町 中 央 支 店

都 道 府 県 会 館 内 郵 便 局

み ず ほ 銀 行 麹 町 支 店

４．財　産　目　録

２ ０ ２ １ 年  ３ 月 ３ １ 日

   3．未　　　　収　　　　金

科　　　　　　　目
金　　　　　　　　額

（ 流 動 資 産 ）

   1．現　　　　    　　　金

   2．預　　　　　　 　   金

み ず ほ 銀 行 麹 町 支 店
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（単位：円）

内　　　訳 小　　　計 合　　　計

382,132

315,715

138,707

142,019

190,557

51,640

91,002

② 二 輪 関 係 （ 2,414,152 ）

1,566,627

406,049

7,928

197,203

65,007

8,748

162,590

（ 264,783,014 ）

（ 162,130,617 ）

差 入 保 証 金 （ 4,660,617 ）

4,660,617

基 本 財 産 組 入 預 金 （ 58,470,000 ）

48,470,000

10,000,000

広 報 Ｐ Ｒ 関 係 事 業 預 金 （ 85,000,000 ）

25,000,000

30,000,000

30,000,000

消費者相談関係事業預金 （ 14,000,000 ）

14,000,000

（ 102,652,397 ）

退 職 給 与 引 当 預 金 （ 102,274,850 ）

① 四 輪 関 係 （ 85,713,328 ）

85,713,328

② 二 輪 関 係 （ 16,561,522 ）

16,561,522

電 話 加 入 権 （ 377,547 ）

377,547

354,067,524

1）

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 麹 町 中 央 支 店

み ず ほ 銀 行 麹 町 支 店

2）

電 話 ４ 本 加 入 権

資　　産　　合　　計

み ず ほ 銀 行 麹 町 支 店

三 井 住 友 銀 行 麹 町 支 店

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 麹 町 中 央 支 店

4）

み ず ほ 銀 行 麹 町 支 店

   2．そ の 他 の 固 定 資 産

1）

事 務 所 賃 借

2）

み ず ほ 銀 行 麹 町 支 店

都 道 府 県 会 館 内 郵 便 局

3）

会 員 店 ス テ ッ カ ー

品 質 評 価 実 施 店 ス テ ッ カ ー

品 質 評 価 実 施 店 の ぼ り 旗

品 質 評 価 実 施 車 両 シ ー ル

（ 固 定 資 産 ）

   1．基    本    財　   産

会 員 証

走 行 メ ー タ ー 交 換 記 録 シ ー ル

走 行 距 離 減 算 車 シ ー ル

レ ベ ル ア ッ プ 研 修 会 テ キ ス ト

中 古 車 ・ 新 車 規 約 研 修 テ キ ス ト

下 請 法 マ ニ ュ ア ル

新 車 規 約 マ ニ ュ ア ル

中 古 車 規 約 マ ニ ュ ア ル

新 車 の 広 告 宣 伝 マ ニ ュ ア ル

中 古 車 の 広 告 宣 伝 マ ニ ュ ア ル

科　　　　　　　目
金　　　　　　　　額
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（単位：円）

内　　　訳 小　　　計 合　　　計

 Ⅱ．負　　　債　　　の　　　部

（ 45,824,259 ）

   1．預　　　　り　　　　金 （ 934,028 ）

源 泉 所 得 税・住 民 税 （ 928,028 ）

そ の 他 （ 6,000 ）

   2．未　　　　払　　　　金 （ 27,142,731 ）

① 四 輪 関 係 （ 14,019,978 ）

985,600

3,658,180

2,169,496

1,155,885

1,302,532

596,794

2,828,852

142,143

1,002,527

177,969

② 二 輪 関 係 （ 13,122,753 ）

239,360

2,022,090

2,903,014

2,508,822

3,476,000

1,789,840

165,910

17,717

   3．前　　　　受　　　　金 （ 747,500 ）

① 四 輪 関 係 （ 747,500 ）

   4．総 会 開 催 費 用 引 当 金 （ 10,000,000 ）

① 四 輪 関 係 （ 8,000,000 ）

② 二 輪 関 係 （ 2,000,000 ）

   5．広  報  Ｐ  Ｒ  事  業  引 当 金 （ 5,000,000 ）

① 二 輪 関 係 （ 5,000,000 ）

   6．情 報 シ ス テ ム 事 業 引 当 金 （ 2,000,000 ）

① 二 輪 関 係 （ 2,000,000 ）

講 習 会 開 催 関 係 費

厚 生 年 金 等 保 険 料

そ の 他

そ の 他

公 取 協 ニ ュ ー ス 印 刷 費

調 査 研 究 関 係 費

指 導 普 及 関 係 費

広 報 Ｐ Ｒ 関 係 費

組 織 対 策 関 係 費

組 織 対 策 関 係 費

講 習 会 開 催 事 業 関 係 費

資 料 等 発 送 関 係 費

厚 生 年 金 等 保 険 料

公 取 協 ニ ュ ー ス 印 刷 費

調 査 研 究 関 係 費

指 導 普 及 関 係 費

広 報 Ｐ Ｒ 関 係 費

科　　　　　　　目
金　　　　　　　　額

独 禁 法 等 調 査 研 究 関 係 費

2）

（ 流 動 負 債 ）

1）
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（単位：円）

内　　　訳 小　　　計 合　　　計

（ 102,274,850 ）

  1．退 職 給 与 引 当 金 （ 102,274,850 ）

① 四 輪 関 係 （ 85,713,328 ）

② 二 輪 関 係 （ 16,561,522 ）

148,099,109

205,968,415

（ 固 定 負 債 ）

負　　債　　合　　計

差　引　正　味　財　産

科　　　　　　　目
金　　　　　　　　額
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監 査 報 告 書 

 

 

一般社団法人 自動車公正取引協議会 

会 長  神 子 柴 寿 昭 殿 

 

２０２１年 ５月２０日 

一般社団法人 自動車公正取引協議会 

監 事   辻  昇    ㊞ 

監 事   小河原 靖夫    ㊞ 

 

 

私たち監事は、２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの事業年度の職務の

執行を監査しました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、業務内容

及び当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び財産目録

について監査しました。 

 

２ 監査意見 

（１） 事業報告等の監査結果 

一 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めま

す。 

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

（２） 計算書類及び財産目録の監査結果 

計算書類及び財産目録は、法人の財産及び損益の状況を適正に示しているものと

認めます。 
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【第２号議案】 

自動車業における表示に関する公正競争規約及び 

同施行規則改正（案）の件 
 
 

１．割賦販売価格の表示に関する規約・規則改正（案）について 

１）改正（案）策定の理由 

◇必要表示事項（ローン終了時の条件等に関する表示内容）及び不当表示に関する

規定の明確化 

２）改正（案）のポイント 

＜施行規則＞ 

◇必要表示事項（ローン終了時の条件等）の明確化 

・「ローン終了時の条件等（残価設定方式ローン販売の場合）」の表示につい   

て、「車両返却時に車両状態等により、別途追加費用が発生する場合はその旨」

等、表示内容を明確化 

⇒新旧対照表は３２頁（新車）、３４頁（中古車）参照 

＜規  約＞ 

◇不当表示に関する規定の明確化 

・実際のものよりも有利であるかのように誤認されるおそれのある「支払額」や

「終了時の条件」の表示が不当表示に該当することを明確化 

⇒新旧対照表は３６頁 

 

２．個人リース料金の表示に関する規約・規則改正（案）について 

１）改正（案）策定の理由 

◇消費者が割賦（販売）とリース（賃貸）の違いを理解し、適正な比較ができる   

ようにするため、個人リース料金に関する規約・施行規則改正（案）を策定 

２）改正（案）のポイント 

＜施行規則＞ 

①必要表示事項の追加 

・「賃貸である旨」、「リース支払総額」、「設定残存価額（オープンエンド方式の場

合）」、「リース料金に含まれている内容」の表示を追加 

②必要表示事項（リース終了時の条件等）の明確化 

・「リース終了時の条件等」の表示について、「車両返却時に車両状態等により、

別途追加費用が発生する場合はその旨」等、表示内容を明確化 
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・リース契約の内容に応じて表示が必要となる事項（「中途解約ができない場合は

その旨」等）を明確化  

  ③省略規定の見直し 

・時間に制約のあるラジオＣＭ及びスペースが無く表示が困難な広告の場合、

「月々の支払額」と「詳しい支払条件等は尋ねられたい」旨以外の事項の表示を

省略可とする 

⇒新旧対照表は３２頁（新車）、３４頁（中古車）参照 

＜規  約＞ 

◇新車の不当表示に関する規定の明確化 

・実際のものよりも有利であるかのように誤認されるおそれのある「支払額」や

「リース契約に関する事項」の表示が不当表示に該当することを明確化 

  ⇒新旧対照表は３６頁参照 

◇中古車の不当表示に関する規定の新設 

・個人リース料金の表示に関する不当表示の規定を新設し、明確化 

 ⇒新旧対照表は３６頁参照 

 

３．サブスクリプション等の料金の表示に関する規約・規則改正（案）

について 

１）改正（案）策定の理由 

◇「サブスクリプション（以下、「サブスク」という。）」と称する定額制サービスは、

割賦販売を含む購入と比較されるサービスであることから、購入との違いを明確

にし、消費者に適正な情報を提供するという観点から、新車のサブスク料金等を

表示する場合の必要な表示事項等について検討 

２）改正（案）のポイント 

◇カーリースとの法律上の明確な違いはないが、リースとは異なるサービスと位置

付けられているケースが多いため、個人リース料金の表示に関する規定（改正（案））

とは別に、サブスク料金を表示する場合の必要表示事項及び不当表示に関する規

定を新設 

◇規定内容については、個人リース料金の表示に関する規定とほぼ同様 

⇒新旧対照表は３３頁（新車規則）、３５頁（中古車規則）、３６頁（規約）参照 
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４．プラグイン・ハイブリッド車の燃費表示に関する規則改正（案）に

ついて 

１）改正（案）策定の理由 

◇電気自動車及びプラグイン・ハイブリッド自動車が省エネ法の対象となり、   

ＷＬＴＣモードによる測定（届出）及び燃費表示が義務付けられたことに伴い、

燃費表示に関する施行規則改正（案）を策定 

２）改正（案）のポイントについて 

◇プラグイン・ハイブリッド車の「燃料消費率」として表示する国土交通省審査値

を明確化 

◇カタログ、店頭展示車（スペックシート）以外の広告宣伝において、国土交通省

審査値を全て表示できない場合の省略規定を新設 

⇒新旧対照表は３３頁参照 

 

５．規約・規則改正の今後のスケジュールについて 

◇上記１．～４．の規約・規則改正（案）は、第１３１回理事会（５月２４日開催

予定）に上程、承認を得た後、規約改正（案）は総会（６月２１日開催予定）に

上程、承認を得た後、消費者庁及び公取委に認定・承認を申請、１０月頃施行  

される予定 
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■新車に関する施行規則改正（案）【新旧対照表】 

 

改 正 案 現 行 規 則 

 

第 1 条～第 7 条（略） 

 

第 8 条 規約第 3条第 5項の規定による「販売価格」の表示に、割賦

販売価格（ローン提携販売又は残価設定方式ローン販売の支払

総額を含む。）を併記して表示する場合には、次の事項を表示す

るものとする。 

(1) 割賦販売価格 

(2) 頭金の額 

(3) 割賦販売に係わる代金の支払回数及び支払期間、その

他必要な費用 

(4) 割賦（ローン）手数料の料率（実質年率） 

(5) 残価精算時に、車両状態等により別途追加費用が発生

する場合はその旨等の、ローン終了時の条件等（残価設

定方式ローン販売の場合）。ただし、ラジオによる場合、

表示スペースが小さい等の理由により表示が困難な場合

には、「ローン終了時の条件等については店頭にて尋ねら

れたい」旨を付記する等して、表示を省略することができ

る。 

 

第 9 条 規約第 3条第 5項の「販売価格」には個人リース料金を含

むものとし、個人リース料金を表示する場合には、次の事項を

表示するものとする。 

ただし、ラジオによる場合、表示スペースが小さい等の

理由により表示が困難な場合には、月々の支払額及び「支

払条件等の詳細について尋ねられたい」旨を付記する等し

て、表示を省略することができる。 

(1) 削除 

(1) 頭金の額 

(2) リース料金の支払回数及び支払期間、その他必要な

費用 

(3) リース支払総額 

(4) 設定残存価額（オープンエンド方式の場合） 

(5) リース料金に含まれる内容 

(6) リース契約に関する以下の事項 

・リース及び賃貸である旨 

・中途解約はできない場合はその旨 

・リース期間終了時に車両を返却する必要がある 

場合はその旨 

・車両返却時に車両状態等により別途追加費用が 

発生する場合はその旨 

・オープンエンド方式の場合は、オープンエンド方

式のため、車両売却価格（査定価格）と設定残存 

価額の差額を支払う必要がある旨等 

・その他特記すべき事項 

 

 

第 1 条～第 7 条（略） 

 

第 8 条 規約第 3条第 5項の規定による「販売価格」の表示に、

割賦販売価格（ローン提携販売又は残価設定方式ローン販売

の支払総額を含む。）を併記して表示する場合には、次の事

項を表示するものとする。 

(1) 割賦販売価格 

(2) 頭金の額 

(3) 割賦販売に係わる代金の支払回数及び支払期間、そ

の他必要な費用 

(4) 割賦（ローン）手数料の料率（実質年率） 

(5) ローン終了時の条件等（残価設定方式ローン販売

の場合）。ただし、電波媒体による場合、表示スペー

スが小さい等の理由により表示が困難な場合には、

「ローン終了時の条件等については店頭にて尋ねられ

たい」旨を付記する等して、表示を省略することがで

きる。 

 

 

第 9 条 規約第 3条第 5項の「販売価格」には個人リース料金

を含むものとし、個人リース料金を表示する場合には、次

の事項を表示するものとする。 

 

 

 

 

(1) リースであること 

(2) 頭金の額 

(3) リース料金の支払回数及び支払期間、その他必要な

費用 

 

 

 

(4) リース終了時の条件等。ただし、電波媒体による

場合、表示スペースが小さい等の理由により表示が

困難な場合には、「リース終了時の条件等については

店頭に尋ねられたい。」旨を付記する等して、表示を

省略することができる。 
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■新車に関する施行規則改正（案）【新旧対照表】 

 

改 正 案 現 行 規 則 

 

第 10条 規約第 3条第 5項の「販売価格」にはサブスクリプション

等の名称で、一定期間、車両を賃貸する場合（借受人が事業

者を除く使用者である場合）の賃貸料金を含むものとし、賃

貸料金を表示する場合には、次の事項を表示するものとする。 

ただし、ラジオによる場合、表示スペースが小さい等の

理由により表示が困難な場合には、月々の支払額及び「支

払条件等の詳細について尋ねられたい」旨を付記する等し

て、表示を省略することができる。 

(1) 頭金の額 

(2) 賃貸料金の支払回数及び支払期間、その他必要な費用 

(3) 最低契約期間の賃貸料金支払総額 

(4) 設定残存価額（オープンエンド方式の場合） 

(5) 賃貸料金に含まれる内容 

(6) 賃貸に関する以下の事項 

・賃貸である旨 

・中途解約はできない場合はその旨 

・賃貸終了時に車両を返却する必要がある場合はその 

旨 

・車両返却時に車両状態等により別途追加費用が 

発生する場合はその旨 

・オープンエンド方式の場合は、オープンエンド方 

式のため、車両売却価格（査定価格）と設定残存 

価額の差額を支払う必要がある旨等 

・その他特記すべき事項 

 

第 11条～第 19条 （略） 

 

（特定事項の表示基準） 

第 20 条 規約第 5 条第 4号の「燃料消費率」とは、ガソリン

等の燃料を使用する自動車の場合は、燃料１リットル当

たりの走行距離をいい、電気自動車の場合は、一充電走

行距離及び交流電力量消費率、プラグインハイブリッド

自動車の場合は、ハイブリッド燃料消費率、交流電力量

消費率及び等価ＥＶレンジをいう。 

 

2～4 （略） 

 

5 インターネット（主要諸元として表示する場合は除く）

及び新聞、雑誌等の広告等に燃料消費率を表示する場合

は、交流電力量消費率及びＷＬＴＣモードに基づく市街

地、郊外、高速道路の各モードの燃料消費率の表示を省

略することができるものとする。 

 

第 21条～第 26条 （略） 

 

 

― 新 設 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10条～第 18条 （略） 

 

（特定事項の表示基準） 

第 19 条 規約第 5 条第 4号の「燃料消費率」とは、ガソリン

等の燃料を使用する自動車の場合は、燃料１リットル当たり

の走行距離をいい、電気自動車の場合は、一充電走行距離及

び交流電力消費率をいう。 

 

 

 

2～4 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

第 20条～第 25条 （略） 
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■中古車に関する施行規則改正（案）【新旧対照表】 

 

改 正 案 現 行 規 則 

 

第 6 条 1～3（略） 

 

4 規約第 11 条第 1 項第 3 号及び第 2 項並びに第 3 項の

「販売価格」の表示に割賦販売価格（ローン提携販売又

は残価設定方式ローン販売の支払総額を含む。）を併記

する場合には、次の事項を表示するものとする。 

(1) 割賦販売価格 

(2) 頭金の額 

(3) 割賦販売に係る代金の支払回数及び支払期間、そ

の他必要な費用 

(4) 割賦（ローン）手数料の料率（実質年率） 

(5) 残価精算時に、車両状態等により別途追加費用が発

生する場合はその旨等の、ローン終了時の条件等（残

価設定方式ローン販売の場合）。ただし、ラジオによ

る場合、表示スペースが小さい等の理由により表示が

困難な場合は、「ローン終了時の条件等については店

頭にて尋ねられたい」旨を付記する等して表示を省略

することができる。 

5 規約第 11 条第 1 項第 3 号及び第 2 項並びに第 3 項の

「販売価格」の表示には個人リース料金を含むものとし、

個人リース料金を表示する場合には、次の事項を表示す

るものとする。 

  ただし、ラジオによる場合、表示スペースが小さい等

の理由により表示が困難な場合には、月々の支払額及び

「支払条件等の詳細について尋ねられたい」旨を付記す

る等して、表示を省略することができる。 

(1) 削除 

(1) 頭金の額 

(2) リース料金の支払回数及び支払期間、その他必要

な費用 

(3) リース支払総額 

(4) 設定残存価額（オープンエンド方式の場合） 

(5) リース料金に含まれる内容 

(6) リース契約に関する以下の事項 

・リース及び賃貸である旨 

・中途解約はできない場合はその旨 

・リース期間終了時に車両を返却する必要がある 

場合はその旨 

・車両返却時に車両状態等により別途追加費用が 

発生する場合はその旨 

・オープンエンド方式の場合は、オープンエンド 

方式のため、車両売却価格（査定価格）と設定残 

存価額の差額を支払う必要がある旨等 

・その他特記すべき事項 

 

 

第 6 条 1～3（略） 

 

4 規約第 11 条第 1 項第 3 号及び第 2 項並びに第 3 項の

「販売価格」の表示に割賦販売価格（ローン提携販売又

は残価設定方式ローン販売の支払総額を含む。）を併記

する場合には、次の事項を表示するものとする。 

(1) 割賦販売価格 

(2) 頭金の額 

(3) 割賦販売に係る代金の支払回数及び支払期間、そ

の他必要な費用 

(4) 割賦（ローン）手数料の料率（実質年率） 

(5) ローン終了時の条件等（残価設定方式ローン販売の

場合）。ただし、電波媒体による場合、表示スペースが

小さい等の理由により表示が困難な場合には、「ロー

ン終了時の条件等については店頭にて尋ねられたい」

旨を付記する等して表示を省略することができる。 

 

 

5 規約第 11 条第 1 項第 3 号及び第 2 項並びに第 3 項の

「販売価格」の表示には個人リース料金を含むものとし、

個人リース料金を表示する場合には、次の事項を表示す

るものとする。 

 

 

 

 

(1) リースであること 

(2) 頭金の額 

(3) リース料金の支払回数及び支払期間、その他必要

な費用 

 

 

 

(4) リース終了時の条件等。ただし、電波媒体による

場合、表示スペースが小さい等の理由により表示が

困難な場合には、リース終了時の条件等については

店頭にて尋ねられたい旨を付記する等して、表示を

省略することができる。 
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■中古車に関する施行規則改正（案）【新旧対照表】 

 

改 正 案 現 行 規 則 

 

6 規約第 11 条第 1 項第 3 号及び第 2 項並びに第 3 項の

「販売価格」の表示にはサブスクリプション等の名称で、

一定期間、車両を賃貸する場合（借受人が事業者を除く使用

者である場合）の賃貸料金を含むものとし、賃貸料金を表示

する場合には、次の事項を表示するものとする。 

ただし、ラジオによる場合、表示スペースが小さい等の

理由により表示が困難な場合には、月々の支払額及び「支

払条件等の詳細について尋ねられたい」旨を付記する等

して、表示を省略することができる。 

(1) 頭金の額 

(2) 賃貸料金の支払回数及び支払期間、その他必要な 

費用 

(3) 最低契約期間の賃貸料金支払総額 

(4) 設定残存価額（オープンエンド方式の場合） 

(5) 賃貸料金に含まれる内容 

(6) 賃貸に関する以下の事項 

・賃貸である旨 

・中途解約はできない場合はその旨 

・賃貸終了時に車両を返却する必要がある場合は 

その旨 

・車両返却時に車両状態等により別途追加費用が 

発生する場合はその旨 

・オープンエンド方式の場合は、オープンエンド 

方式のため、車両売却価格（査定価格）と設定残 

存価額の差額を支払う必要がある旨等 

・その他特記すべき事項 

 

第 6 条 7～8（略） 

 

 

― 新 設 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 条 6～7（略） 
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■自動車業における表示に関する公正競争規約改正（案）【新旧対照表】 

 

 変 更 案 現 行 規 約 

 

（不当な価格表示の禁止） 

第 8 条 (1)～(5) (略) 

(6) 割賦販売の表示の場合において、割賦手数料、頭

金、支払回数、支払期間、支払額、終了時の条件、

その他割賦販売条件について、実際のものよりも有

利であるかのように誤認されるおそれのある表示 

 

(7) 個人リースの表示の場合において、頭金、支払回

数、支払期間、支払額、リース契約に関する条件に

ついて、実際のものよりも取引の相手方に有利であ

るかのように誤認されるおそれのある表示 

 

(8) サブスクリプション等の賃貸の表示の場合にお

いて、頭金、支払回数、支払期間、支払額、賃貸に

関する条件について、実際のものよりも取引の相手

方に有利であるかのように誤認されるおそれのある

表示 

 

(9)～(11) (略) 

 

第 9 条～第 13 条（略） 

 

（不当表示の禁止） 

第 14 条(1)～(8) (略) 

 

(9) 割賦販売の表示の場合において、割賦手数料、頭

金、支払回数、支払期間、支払額、終了時の条件、

その他割賦販売条件について実際のものよりも有

利であるかのように誤認されるおそれのある表示 

 

(10) 個人リースの表示の場合において、頭金、支払

回数、支払期間、支払額、リース契約に関する条件

について、実際のものよりも取引の相手方に有利で

あるかのように誤認されるおそれのある表示 

 

(11) サブスクリプション等の賃貸の表示の場合にお

いて、頭金、支払回数、支払期間、支払額、賃貸に

関する条件について、実際のものよりも取引の相手

方に有利であるかのように誤認されるおそれのある

表示 

 

(12)～(15) (略) 

 

 

（不当な価格表示の禁止） 

第 8 条 (1)～(5) (略) 

(6) 割賦販売の表示の場合において、割賦手数料、頭

金、支払回数、支払期間その他割賦販売条件につい

て、実際のものよりも有利であるかのように誤認さ

れるおそれのある表示 

 

(7) 個人リースの表示の場合において、頭金、支払回

数、支払期間その他リース条件について、実際のも

のよりも取引の相手方に有利であるかのように誤認

されるおそれのある表示 

  

― 新 設 ― 

 

 

 

 

 

 (8)～(10)  

 

第 9 条～第 13 条（略） 

 

（不当表示の禁止） 

第 14 条(1)～(8) (略) 

 

(9) 割賦販売の表示の場合において、割賦手数料、頭

金、支払回数、支払期間その他割賦販売条件につい

て実際のものよりも有利であるかのように誤認され

るおそれのある表示 

 

― 新 設 ― 

 

 

 

 

― 新 設 ― 

 

 

 

 

 

(10)～(13) (略) 
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【第３号議案】 

理 事 選 任（案）の 件 
 

 

１．理 事 候 補（４名） ＜ ＞内は推薦団体 

 

＜日本自動車販売協会連合会＞ ２名 

   関 島 誠 一 （自販連副会長） 

小 糸 正 樹 （自販連副会長・専務理事） 

 

次の方々が退任されます。 

     平 井 敏 文 （自販連前副会長・専務理事） 

     酒 井 信 也 （自販連前常任理事） 

 

＜全国軽自動車協会連合会＞ １名 

   上 岡 一 雄 （全軽自協専務理事） 

 

次の方が退任されます。 

德 永   泉 （全軽自協前専務理事） 

 

＜日本自動車整備振興会連合会＞ １名 

喜 谷 辰 夫 （日整連副会長） 

 

次の方が退任されます。 

西 村 健 二 （日整連前副会長） 

 

 



- 38 - 

 

【報告事項１】 

２０２１年度事業計画書の件 
 

 

基 本 方 針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重 点 事 業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪四輪車関係≫ 
 
１．会員事業者の表示管理体制整備・充実のための支援活動の実施 
  
２．修復歴や不当な価格表示等の不当表示の未然防止及び厳正な対処 
 
３．サブスク料金の表示等に関する規約・規則の改正と普及活動の実施 
 
４．中古車の支払総額の表示義務付けの検討 
 
５．新たな販売方法・サービス等に対応した表示のあり方の検討 

 

≪二輪車関係≫ 
 
１．規約に基づく適正表示の一層の促進 
 
２．中古二輪車の品質評価（「品質評価実施店」）定着化 
 
３．中古二輪車の適正な走行距離表示の周知徹底 

 

 

１．公正競争規約に基づく適正な表示の徹底により、公正な  

競争の促進及び一般消費者の信頼確保・向上を図る 
 

２．公正競争規約及び会員店で購入するメリットを一般消費者

に積極的にＰＲし、その認知を高める 
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≪四輪車関係≫ 
 

１．規約に基づく適正表示の一層の促進 

１）規約遵守状況調査の実施 

 ①各地区及び公取協事務局による店頭表示に関する規約遵守状況調査の実施 

  ◇各地区公取協事務取扱所（４団体支部・支所等）及び公取協事務局による新車・

中古車の店頭表示に関する規約遵守状況調査を実施 

②公取協事務局による広告表示に関する規約遵守状況調査の実施 

 ◇新聞・チラシ広告の表示について、公取協事務局による規約遵守状況調査を実施 

２）広告表示の適正化のための普及活動の実施 

 ①広告表示等に関する事前相談への積極的な対応及び情報提供の実施 

◇広告制作に関する事前相談に積極的に対応、相談事例や問題点について、ホーム

ページや「AFTC INFORMATION」によりリアルタイムな情報提供を実施 

②広告関係団体や広告関係事業者等との連携による適正化の促進 

◇ＪＡＲＯや新聞協会、広告関係事業者との情報共有等を通じ、連携を強化 

◇中古車情報誌賛助会員をメンバーとする中古車広告表示研究会を開催、表示適正

化のための課題について意見交換や適正化のための協力要請を実施 

３）関係団体との連携による規約普及活動の推進 

◇店頭表示や広告表示について、関係団体と連携した規約普及活動を実施 

◇各地区規約担当者を対象とした研修の充実など、各地区における規約普及指導体

制の充実を図る 

 

２．会員事業者の表示管理体制整備・充実のための支援活動の実施 

１）会員事業者（「表示管理者」）等を対象とした研修会の開催 

①オンラインを活用した規約等に関する研修会の開催 

◇会員事業者の「表示管理者」及び広告関係事業者等を対象とした、規約や広告宣

伝に関する研修会（「基礎研修」及び「レベルアップ研修」）を開催 

②ブロックや地区単位、事業者単位の規約等に関する研修会の開催 

◇地区や会員事業者の要望に基づき、担当部門やスキル等に応じた研修会を開催 
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２）広告関係事業者（「広告表示管理者」）を対象とした研修会の開催 

①オンラインを活用した規約等に関する研修会の開催 

②地区単位、事業者単位の規約等に関する研修会の開催 

◇会員事業者と同様に、広告関係事業者（「広告表示管理者」）」を対象とした研修会

（「基礎研修」及び「レベルアップ研修」）を開催、受講者には、会員事業者が安

心して広告作成を依頼できる目安として、「広告表示管理者研修 受講証」を発行 

３）「表示管理者」を通じた規約普及活動の推進と表示管理体制充実の促進 

◇「表示管理者」による表示等のチェックや規約に基づく適正な表示の周知等、  

各社における規約の普及活動を推進するなど、表示管理体制の充実を促進 

４）表示管理体制に関するセルフチェックの実施 

◇表示管理者の選任の有無をはじめとした、会員事業者の表示等管理体制を点検 

するためのセルフチェックを、定期的に（年１回）実施 

 

３．サブスク料金等の表示に関する規約・規則の改正と普及活動の実施 

１）割賦販売価格や個人リース料金の表示に関する規約・規則の改正 

２）サブスクリプション等の料金の表示に関する規約・規則の改正 

３）プラグイン・ハイブリッド車の燃費表示に関する規則の改正 

４）上記改正内容の認定・承認申請及び会員に対する普及活動の実施 

◇規約・規則改正（案）を理事会（５月開催予定）に上程、承認を得た後、規約    

改正（案）は総会（６月開催予定）に上程、その後、消費者庁及び公取委に認定・

承認を申請 

◇割賦販売価格や個人リース料金、サブスクリプション等の料金の明瞭な表示に 

関する規約運用の考え方等を策定、改正規約・施行規則の内容と併せ、研修会等

を通じた普及活動を実施 

 

４．修復歴車や不当な価格表示等の不当表示の未然防止及び厳正な対処 

１）走行距離及び修復歴等の不当表示の未然防止及び厳正な対処の実施 

◇オークションで落札された｢改ざん歴車｣や｢修復歴車｣の販売時の表示実態に  

ついて調査を実施 

◇規約遵守状況調査や研修会を通じ、走行距離や修復歴、販売方法に応じた保証と  

整備の表示等について周知活動を実施、問題のある表示については改善を指導 
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２）広告における不当な価格表示及び不適切な販売行為に対する改善指導の実施 

◇広告における中古車の不当な価格表示及び不適切な販売行為等が増加する傾向 

にあるため、監視活動を実施、問題が認められた場合は、表示及び販売行為・   

対応等について、改善指導を実施 

３）会員及び非会員の不当表示に対する厳正な対処 

◇走行距離や修復歴の不当表示等に対しては、違約金や事業者名の公表、厳正に  

対処 

◇非会員の不当表示に対しては、消費者庁や都道府県に措置を要請 

 

５．自動運転化技術に関する適正な表示の検討及び普及活動の実施 

１）運転支援機能（レベル１、２）及び自動運転機能（レベル３）に関する表示

の考え方の周知活動の実施 

◇研修会等を通じ、「運転支援車（レベル１、２）並びに自動運転車（レベル３）   

及びその機能の表示に関する規約運用の考え方」の周知活動を実施 

◇新たな対応等、必要に応じて規約運用の考え方の見直しについて検討 

２）自動運転機能（レベル４以降）に関する表示のあり方の検討 

◇自動運転化技術レベル４以降の自動運転車及びその機能について、消費者の誤解

や過信を招かないようにするため、テレビＣＭ等における表示（映像表現）の  

あり方及び注意喚起表示の内容等について検討 

３）中古車の運転支援機能等の今後の表示のあり方の検討及び情報提供の実施 

◇中古車販売時における表示や情報提供及びそのための情報収集のあり方等につい

て検討、必要に応じて情報提供を実施 

４）表示の実態把握及び改善指導の実施 

◇上記１）及び３）について、テレビＣＭ等の広告や店頭における表示の状況に  

ついて、実態把握を適宜実施、問題等がみられた場合は改善指導を実施 

 

６．中古車の「支払総額」の表示義務付けの検討 

１）検討の背景 

◇広告等には安価な車両価格を表示しながら、商談の際には高額な保証や整備、 

オプション等の購入を強制、又は、言葉巧みに購入させる等、不当な価格表示や

不適切な販売行為が増加傾向にあるため、不当な価格表示（不適切な販売行為）

及び消費者トラブル未然防止の観点から、中古車の販売価格として「支払総額」

の表示を義務付けることについて検討 
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２）「支払総額」の表示に関するアンケート結果を踏まえた検討 

◇会員事業者及び消費者を対象として実施したアンケート調査の結果を踏まえ、 

中古車の販売価格として「支払総額」（「車両価格」に購入の際に支払う必要が   

ある保険料、税金、登録に伴う費用等の「諸費用」を加えた価格、「車両価格」    

及び「諸費用」も内訳として表示）の表示を義務付けることについて検討 

３）関係団体及び会員事業者等の意見聴取 

◇不当な価格表示及び不適切な販売行為未然防止の観点から、中古車の販売価格と 

して「支払総額」の表示を義務付けることについて、関係団体（中央・地方）    

及び会員事業者の意見を聴取、その上で引き続き中古車部会、委員会において  

検討 

◇「支払総額」の表示を義務付けるにあたり、非会員を含めた事業者が同様の表示

を行うことが重要であることから、これまでも「支払総額」の表示推進に積極的

に取組んでいる中古車情報誌賛助会員の意見を聴取するなど、連携しながら検討 

４）検討結果のとりまとめ 

◇アンケート結果や関係団体等の意見等を踏まえ、中古車部会、同委員会において  

さらに検討、年度内に検討結果をとりまとめる 

 

７．新たな販売方法・サービス等に対応した表示のあり方の検討 

１）ＳＮＳ等を活用した広告宣伝に関する表示のあり方等の検討及び周知活動の

実施 

◇ＳＮＳ等を活用した広告宣伝に関する実態把握を実施、媒体の特性等を応じた 

表示のあり方について検討、表示の考え方等（必要があれば規約・施行規則の  

改正）について整理するとともに、周知活動を実施 

２）新たな販売方法・サービス等に対応した表示のあり方の検討 

◇消費者ニーズに対応した新たな販売方法やサービス等に関する実態把握等を実施、

表示上の問題の有無や表示のあり方について検討 

３）中古車関係における客観的根拠に基づく最上級表示のあり方の検討 

◇中古車関係における「No.１」等の最上級表示について、事実確認が可能な客観的  

根拠に基づく表示の可否について検討 
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８．冠水車の不当表示未然防止活動の実施及び表示のあり方の検討 

１）冠水車に関する不当表示未然防止活動の実施 

◇水害等の増加により冠水車の販売が社会問題化しつつあることを踏まえ、冠水車

は中古車として消費者に販売するには適さないものであること、及び、冠水車で

はない等の虚偽の表示・説明をして販売した場合はもちろん、「冠水車」である

ことを表示・説明しなかった場合も不当表示に該当することなど、不当表示未然

防止のための普及活動を実施 

２）冠水車に関する不当表示規定及び規約違反措置基準（厳罰規定）新設の検討 

◇規約には、冠水車の不当表示に関する規定がないため、中古車規約を改正して 

冠水車に関する不当表示の規定を新設するとともに、併せて、規約違反措置基準

（厳罰規定）を新設することについて検討 

 

９．中古車の車両状態評価に関する監修・監査及びＰＲの実施 

１）車両状態評価に関する監修基準に基づく監修及び監査の実施 

◇車両状態評価の評価機関からの申請に基づき、車両状態評価制度（システム）が  

監修基準を満たしているか審査を行い、監修基準を満たしている場合は監修を実施 

◇監修を受けた評価機関の評価制度（システム）について、定期的な監査を実施 

２）車両状態評価に関する監修制度等についてのＰＲ活動の実施 

◇公取協の車両状態評価の「監修制度」及び監修を受けた「評価機関」並びに   

「評価付き中古車」の信頼性について、ホームページ等を通じて一般消費者に  

対するＰＲ活動を実施 

 

１０．消費者関連事業の推進 

１）消費者トラブルへの適切な対応及び未然防止のための活動の実施 

①苦情・相談の受付と、トラブル対応・未然防止のための情報提供の実施 

◇消費者からの苦情・相談を効率的に受付け、トラブル解決のための適切な助言を

行うなど、迅速かつ適切に対応 

◇受付けた苦情相談を基にトラブルの発生原因や規約（表示上の問題）との関連、

販売対応の問題点等を分析、消費者相談事例研究会においてトラブルへの対応や

未然防止策について検討 

◇購入の際の留意点やトラブル防止のための注意点等について、ホームページ等に

おいて消費者に情報提供するとともに、相談が増加しているものや悪質なものに

ついては、同ホームページにおいて注意喚起を実施 
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②「消費者相談対応マニュアル」、「同ハンドブック」に基づく研修会の開催 

◇各地区公取協事務取扱所や会員事業者からの要望に基づき、「消費者相談対応 

マニュアル」及び「同ハンドブック」に基づく研修会を開催 

③苦情相談件数の多い事業者等への対応 

◇苦情相談件数が多い、または、悪質性が高いと判断される事業者（会員・非会員）

に対し、原因を把握するための表示・販売方法に関する調査を実施、規約違反が

認められた場合は措置をとるとともに、販売対応についても改善指導を実施 

２）国民生活センター及び消費生活センターとの連携強化 

◇国民生活センター及び各地区消費生活センターとの情報交換活動を積極的に実施 

するなど連携強化を図るとともに、各地区における円滑な相談対応を図るため、  

消費生活センターと関係団体との懇談会を開催 

◇地区消費生活センター等からの要請に基づき、相談受付担当者を対象とした、 

相談受付状況や消費者相談への対応方法等に関する研修を実施 

３）消費者団体及び消費者モニターとの情報交換活動の実施 

◇消費者関連団体との懇談会を開催し、情報交換活動を実施 

◇消費者が求める表示や現状の表示に対する認識、評価等について把握するため、  

消費者モニターに対するアンケートを実施 

 

１１．広報ＰＲ活動の実施 

１）規約及び公取協会員店で購入するメリットのＰＲ活動の実施 

◇「適正表示で安心の公取協会員店」で購入するメリットを消費者に広くＰＲする  

ため、トラブル未然防止のポイントや「会員店は適正表示で安心である」旨の  

ＰＲ動画を作成し YouTube に公開、動画に誘導するバナー広告を掲載する等の 

ＰＲ活動を実施 

２）会員に対する情報提供の充実 

◇メールを活用した「AFTC INFORMATION」等を通じ、規約運用の考え方や   

広告表示に関する注意点等の情報を会員に配信、公取協の活動内容や各種情報を 

掲載した「公取協ニュース」（機関紙）を発行 
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１２．大型車関係事業の推進 

１）規約に基づく適正表示の推進 

◇大型車関係の会員事業者や広告関係事業者を対象に、規約や広告宣伝に関する 

マニュアル等に基づく研修会を開催 

２）大型車における燃費や運転支援機能等に関する情報提供のあり方の検討 

◇大型車の実態等を踏まえた燃費や運転支援機能等に関する情報提供のあり方に 

ついて、メーカー、ディーラーへのヒアリングを継続して実施しながら検討 

３）独禁法、下請法に関する普及活動の実施 

◇独禁法、下請法の運用状況等を踏まえ、マニュアルに基づく研修会や情報提供等

を実施 

◇独禁法・下請法の普及状況等に関する地区大型車委員会との懇談会を開催、活動  

内容を各地区公取協事務取扱所に展開するなど、各地区の活動に協力 

 

１３．その他の事業 

１）関係団体及び地方組織との連携強化活動 

◇関係団体及び各地区との連携強化を図るため、公取協事務取扱所長会議や規約 

担当者研修会等を開催 

２）公正取引に関する法令（独禁法、下請法等）の普及指導 

◇会員における独占禁止法や下請法違反行為の未然防止を図るため、独禁法及び 

下請法マニュアルの活用促進や同マニュアルに基づく研修会の開催等、普及活動

を実施 
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≪二輪車関係≫ 
 

１．規約に基づく適正表示の一層の促進 

１）店頭表示のチェック・アドバイス活動を通じた適正表示の促進 

訪問による店頭表示のチェック・アドバイス活動に代えて、販売店が自らチェック

を行う、セルフチェック（Google フォームを活用）を実施（Google フォームを利用

できない会員店は、書面により実施） 

①国内４銘柄の担当によるチェック・アドバイス活動の実施 

  ◇担当するすべての会員店で実施されるよう、国内４銘柄によるフォロー活動を 

継続実施 

②オートバイ組合及び輸入組合によるチェック・アドバイス活動の実施 

 ◇実施率を向上させるため、各地区オートバイ組合及び輸入組合傘下インポーター

によるフォロー活動を徹底 

③公取協事務局担当のチェック・アドバイス活動の実施 

 ◇実施率を向上させるためのフォロー活動について検討・実施 

２）セルフチェックの実施を促進するための方策の検討 

◇販売店が自ら店頭表示のチェックを行う、セルフチェックの実施を促進するため、

その方策やフォロー活動等について検討 

 

２．中古二輪車の品質評価（「品質評価実施店」）の定着化 

１）「品質評価実施店」の拡充 

 ◇会員店における店頭表示のチェック・アドバイス活動（セルフチェック）の実施 

  徹底や新規入会講習の実施により、適正表示を実施している会員店を「品質評価

実施店」選定の対象とし、同実施店の拡充につなげる 

◇「品質評価実施店」に関する積極的なＰＲを展開、同実施店の認知度を高める  

ことで、会員店における参加意識を向上、拡充につなげる 

２）「品質評価実施店」の積極的なＰＲの実施 

◇ＳＮＳを活用した「あなたの街の『品質評価実施店』」お店紹介動画の投稿企画に

より、「品質評価実施店」を積極的にＰＲ 

◇「品質評価実施店」自らがＳＮＳ上に同実施店の紹介動画（２分程度）を投稿、

「安心のポイント」等をＰＲ、公取協ホームページの「あなたの街の『品質評価

実施店』」サイトで紹介するなどＰＲを展開 

◇同サイトへのアクセス数向上のためにＳＮＳを利用したＰＲを展開 
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◇ＰＲ動画を作成し、YouTube やＳＮＳへの掲載やＣＭ動画の配信等によりＰＲを

実施 

３）ｅラーニングによる品質評価者講習の実施 

 ◇ｅラーニングによる品質評価者講習を継続して実施 

 ◇入会時の新規講習受講を必須化するとともに、新規講習を通年実施することとし、

品質評価者在籍店率の向上につなげる 

 

３．中古二輪車の適正な走行距離表示の周知徹底 
 

１）二輪情報誌における走行距離表示に関する実態調査の実施 

  ◇前年度に引き続き、第４回目となる二輪情報誌における走行距離表示に関する 

実態調査を実施 

  ◇調査結果において不当表示が認められた場合には、規約違反として厳正に対処 

するとともに、関係団体や担当販社と連携して不当表示の未然防止を徹底 

２）走行距離の適正な表示に関する周知徹底とＰＲの実施 

  ◇二輪情報誌における走行距離表示に関する実態調査の実施に合わせ、会員店に 

対して適正な走行距離の表示に関する周知活動を実施 

◇YouTube へのＣＭ動画やＳＮＳ、情報誌Ｗｅｂサイトへの広告掲載等により、 

「中古バイクの走行距離の適正な表示及び会員店は適正表示を実施している」旨

のＰＲを実施 

３）二輪情報誌との連携による適正な走行距離表示の促進 

   ◇二輪情報誌と走行距離表示の適正化のための課題について意見交換を実施、情報

を共有するとともに表示適正化のための協力を要請 

 

４．「年式」等の表示に関する規約・規則改正（案）の策定 

１）「年式」等の表示に関する規約・規則改正を踏まえた検討の実施 

①「年式」の表示は、「初度登録（届出）年」に変更 

②「使用歴」として、「自家用」、「レンタバイク」等の使用歴を表示 

③電動バイクの「燃費」として、「一充電走行距離」を表示 

２）規約及び規則改正案の策定 

◇２０２２年度の改正に向けて、規約・規則改正（案）を策定 
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５．一層の規約定着化を図るための普及活動や指導体制に関する検討 

１）今後の普及活動や指導体制等に関する検討 

①店頭表示に関するチェックの方法、実施促進のための指導体制等について検討 

②規約に基づく適正表示の促進、不当表示未然防止のための効果的な普及指導等の 

あり方について検討 

③関係団体、国内４銘柄等と連携した、より効果的な普及活動の検討 

２）会員店における環境の変化等を踏まえた規約普及指導の検討 

 ◇会員店を取り巻く環境の変化等を踏まえ、効果的で効率的な規約普及指導の方法

等について検討 

 

６．会員専用ページの改修による会員店とのコミュニケーションの充実 

１）会員専用ページの改修 

◇公取協ホームページの会員専用ページについて、情報の一元化や内容の充実を 

図り、会員店にとってのわかりやすさや、利便性を向上させるための改修を実施 

２）会員店とのコミュニケーションの充実 

 ◇ｅメールによる情報提供を充実させる他、公取協が実施している活動等について、

随時、会員専用ページから情報を発信して会員店と情報共有するとともに、会員

店へのアンケートや意見募集を実施するなど、コミュニケーションを充実 

 

７．冠水車の不当表示未然防止活動の実施及び表示のあり方の検討 

１）冠水車に関する不当表示未然防止活動の実施 

◇水害等の増加により冠水車の販売が社会問題化しつつあることを踏まえ、冠水車

は中古車として消費者に販売するには適さないものであること、及び、冠水車で

はない等の虚偽の表示・説明をして販売した場合はもちろん、「冠水車」である

ことを表示・説明しなかった場合も不当表示に該当することなど、不当表示未然

防止のための普及活動を実施 

２）冠水車に関する不当表示規定及び規約違反措置基準（厳罰規定）新設の検討 

◇規約には、冠水車の不当表示に関する規定がないため、二輪中古車規約を改正し

て冠水車に関する不当表示の規定を新設するとともに、併せて、規約違反措置 

基準（厳罰規定）を新設することについて検討 
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８．消費者トラブルへの対応及び未然防止活動 

１）消費者からの苦情・相談の受付と対応 

◇二輪車に関する消費者からの苦情・相談を受付け、トラブル解決のための適切な 

助言を行うなど、迅速かつ適切に対応 

２）消費者トラブルへの適切な対応及び未然防止のための対応の検討 

◇消費者相談事例研究会を開催し、相談事例を基にトラブルの発生原因や問題点を 

分析、トラブルへの適切な対応及び未然防止策等について検討 
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【報告事項２】 

２０２１年度普通会員会費額の件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■普通会員会費（団体会費） ⇒ ２０１９年度と同額 
 

＜普通会員会費（団体会費）＞ 

  

団    体    名 会 費 額 

自 工 会 ３３，００３，０００円 

自    販    連   ４，７５５，０００円 

全   軽   自   協    ２，１９３，０００円 

輸   入   組   合        ４３２，０００円 

日    整    連     ８３７，０００円 

中 販 連     ８３７，０００円 

日本二輪車普及安全協会       ４３２，０００円 

全国ｵｰﾄﾊﾞｲ協同組合連合会       ４３２，０００円 

合 計 ４２，９２１，０００円 

 

 

※維持会員会費（個別会費）についても、２０１９年度と同額とする。 

 

 



Ⅰ．収　入　の　部
（単位；円）

予 算 額 前年度 予 算額

 1． ( 255,749,000 ) ( 204,599,200 )（ 51,149,800 )

1) 42,921,000 34,336,800 8,584,200

2) 210,500,000 168,400,000 42,100,000

3) 2,328,000 1,862,400 465,600

 2． ( 1,600,000 ) ( 1,900,000 ) ( △ 300,000 )

 3． ( 16,070,000 ) ( 18,100,000 )（ △ 2,030,000 )

1) 10,070,000 10,300,000 △ 230,000

2) 6,000,000 7,800,000 △ 1,800,000

 4． ( 350,000 ) ( 350,000 )（ 0 )

 5． ( 0 ) ( 3,000,000 )（ △ 3,000,000 )

 6．調査研究事業引当預金取崩収入 ( 0 ) ( 3,000,000 ) ( △ 3,000,000 )

 7．指導普及事業引当預金取崩収入 ( 0 ) ( 3,000,000 ) ( △ 3,000,000 )

 8．広報ＰＲ事業引当預金取崩収入 ( 0 ) ( 1,000,000 ) ( △ 1,000,000 )

 9．情報ｼｽﾃﾑ事業引当預金取崩収入 ( 0 ) ( 2,000,000 ) ( △ 2,000,000 )

273,769,000 236,949,200 36,819,800当　期　収　入　合　計

違 約 金 預 金 取 崩 収 入

事 業 収 入

資 料 頒 布

雑 収 入

講 習 会 会 費

維 持 会 員 会 費

普 通 会 員 会 費

入 会 金 収 入

【報告事項３】

２０２１年度予算書の件

会 費 収 入

賛 助 会 員 会 費

 収　支　予　算　書

自　２０２１年  ４月　１日

至　２０２２年  ３月３１日

勘　　定　　科　　目 増　　　　減
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Ⅱ．支　出　の　部
（単位；円）

予 算 額 前年度 予 算額

 1． ( 230,668,000 ) ( 211,454,800 ) ( 19,213,200 )

1) 13,500,000 7,850,000 5,650,000

2) 15,000,000 11,855,000 3,145,000

3) 2,500,000 2,500,000 0

4) 19,500,000 19,500,000 0

5) 15,500,000 8,520,000 6,980,000

6) 8,700,000 10,500,000 △ 1,800,000

7) 6,600,000 6,600,000 0

8) 3,200,000 3,200,000 0

9) 3,049,000 3,049,000 0

10) 7,652,000 7,652,000 0

11) 17,496,000 17,481,600 14,400

12) 504,000 518,400 △ 14,400

13) 77,827,000 73,510,000 4,317,000

14) 15,375,000 14,815,000 560,000

15) 4,120,000 4,220,000 △ 100,000

16) 1,300,000 810,000 490,000

17) 12,842,000 12,842,000 0

18) 606,000 706,000 △ 100,000

19) 2,880,000 2,900,000 △ 20,000

20) 556,000 561,000 △ 5,000

21) 1,280,000 1,283,800 △ 3,800

22) 27,000 27,000 0

23) 35,000 35,000 0

24) 189,000 189,000 0

25) 30,000 30,000 0

26) 400,000 300,000 100,000

図 書 費

修 繕 費

交 際 費

旅 費 交 通 費

雑 費

施 設 維 持 費

通 信 運 搬 費

光 熱 水 料 費

消 耗 品 費

会 議 費

賃 借 料

事 業 費

勘　　定　　科　　目

独禁法等調査研究事業費

広 報 Ｐ Ｒ 事 業 費

講 習 会 開 催 事 業 費

情報システム関係事業費

資 料 頒 布 原 価

関 係 団 体 負 担 金

会 費 徴 収 事 務 費

調 査 研 究 事 業 費

指 導 普 及 事 業 費

組 織 対 策 事 業 費

給 料 手 当

役 員 報 酬

確 定 拠 出 年 金 掛 金

法 定 福 利 費

厚 生 費

増　　　　減
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（単位；円）

予 算 額 前年度 予 算額

 2． ( 31,708,000 ) ( 31,867,000 ) ( △ 159,000 )

1) 11,664,000 11,654,400 9,600

2) 336,000 345,600 △ 9,600

3) 13,280,000 13,600,000 △ 320,000

4) 3,700,000 3,670,000 30,000

5) 810,000 685,000 125,000

6) 140,000 140,000 0

7) 1,428,000 1,428,000 0

8) 68,000 68,000 0

9) 65,000 54,000 11,000

10) 61,000 66,000 △ 5,000

11) 108,000 108,000 0

12) 5,000 5,000 0

13) 7,000 7,000 0

14) 14,000 14,000 0

15) 7,000 7,000 0

16) 15,000 15,000 0

 3． ( 9,785,000 ) ( 9,096,000 ) ( 689,000 )

1) 9,785,000 9,096,000 689,000

 4． ( 1,608,000 ) ( 1,740,000 ) ( △ 132,000 )

1) 1,608,000 1,740,000 △ 132,000

273,769,000 254,157,800 19,611,200

1. 借入金限度額　　　30,000,000円
2. 債務負担額　　　　 3,000,000円

（注）

確 定 拠 出 年 金 掛 金

当　期　支　出　合　計

そ の 他 の 支 出

特 定 退 職 金 共 済 掛 金

雑 費

引 当 預 金 支 出

退 職 給 与 引 当 預 金

光 熱 水 料 費

消 耗 品 費

交 際 費

旅 費 交 通 費

図 書 費

修 繕 費

会 議 費

賃 借 料

施 設 維 持 費

通 信 運 搬 費

厚 生 費

役 員 報 酬

給 料 手 当

管 理 費

勘　　定　　科　　目 増　　　　減
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